ＮＰＯ（ボランティア・市民活動団体等）からの協働事業提案募集

各部局・担当チームからの意見集約

庁内の主な意見
生活部の考え方

【募集対象の範囲】

　募集対象を｢ＮＰＯ｣に限るのか。企業や地域的な団体、市町村なども含めてはどうか。
・「ＮＰＯ」については狭義でなく広義に捉え、ボランティア・市民活動団体、さらには、自治会など非営利で地域活動を行っているあるゆる団体を含むものとしている。
・本事業の目的は、行政や企業にない多様で自由な発想をもつＮＰＯの自主的、主体的な活動が、今後の新しい地域社会の発展を支える第３の柱として機能していくことをめざすものであることから、企業も市町村も対象としない。

【県の説明責任】

　事業を予算化できなかった場合、行政不信を強める結果にならないか。
　予算を理由に不採択にするのは説明が非常に困難であると思われる。
・この制度を活用した協働によって、県だけで検討するよりも住民ニーズに即した事業が生まれることにより､事業の優先度は上がると考えられる。
　逆にＮＰＯからの事業提案であっても、既存事業と比較して優れた事業とならないと判断されれば、優先順位が低くなることもあり得る。

・予算計上における優先順位づけは各部の判断で行うものであり、それに関する説明責任を｢是々非々｣で果たせば、行政不信を招くことはないと考える。そういった面でのフォローは生活部としても行いたい。

【透明性の確保】

　提案したＮＰＯへ県の予算が支出されることになる場合、県として説明責任が果たせるのか。
・協働事業においては、ＮＰＯと県の役割分担を明確にし、県が担う部分について県が予算化を行うものであり､ＮＰＯへの財政援助をする制度ではない。
・ＮＰＯからの提案を受けて、選考委員会、ワーキングでの検討、各部での予算化、事業実施といった一連のプロセスを公開して行うことにより、透明性が確保され、県としての説明責任は果たせると考える。

【予算の問題】

　財政状況が厳しいため、生活部で本事業のための別枠予算を確保してもらえないか。

※予算については、枠をとらなくてもよいという賛成意見もあり。
・本事業は、従来のように県だけで事業を企画・実施するのではなく、地域に根づいた活動を行っているＮＰＯの発想や行動力を取り入れ、より住民ニーズに即した事業を進めることを目的としている。

・しかし、本事業から生まれた事業は特別扱いされるものではなく、既存事業と比較して優先順位付けを行い、必要があれば既存事業を再検討することが必要となるものである。そのためには、既存予算の範囲内で事業化を検討することが望ましいと考える。

【予算化の過程】

・ワーキングの後、予算化を行う場合、行政担当者だけでなく、ワーキングに参画してきたＮＰＯも一体となってつくれないか。
・予算の各段階ごとにＮＰＯへの情報提供を行うことが必要。予算作成にもＮＰＯが参画できれば理想的である。



【市町村との関係】

　提案が市町村に関わるものであった場合、どうするのか。

　市町村にNPOとの協働を納得してやってもらうには時間がかかる。
・住民との協働は、県よりも住民に身近な市町村において大きく展開されることが望ましい姿である。
・提案内容を協働実施する主体が市町村と考えられる場合は、提案者と議論して理解を求めるとともに、関係市町村との協働が進められるようコーディネートすることが必要になると考えられる。
・そのための関係部局のフォローについても、生活部として係わっていきたい。

【市町村の参加】

・NPOとの協働の場面では、市町村の重要性を強く感じる。市町村が積極的に取り組んでもらう必要がある。


・住民やＮＰＯとの協働は、県よりも住民に身近な市町村において大きく展開されることが望ましい姿である。
・提案内容を見て市町村の関与が必要と考えられる場合は、関係市町村にワーキングへの参加を要請するなどのコーディネートを生活部が行いたい。

【地域機関における取組】

　地域機関においては生活創造圏づくりなどでNPOとの関係がすでにできつつあるが、それらとの関係はどうなるのか。
・本事業は、3件程度のモデルケースによる実験的な取組であり、基本的に県庁内の関係チームによる対応を想定している。

・ＮＰＯからの提案内容が地域性の強いものである場合には、県民局の関与は不可欠であり、県民局の参画を得たり、県民局の判断を求めるなどのコーディネートについては生活部が行いたい。

【NPOとの関係】

· 現状ですでにNPOと良好な関係を築いており、付き合いのあるNPOとの関係を大切にしていきたい。

· 提案のあったNPOとだけ議論するのか。事業化にあたっては、もっと広くいろいろなNPOとの協働が必要だと思う。
· 民間で非営利の活動を行うＮＰＯは、公共部門を担う新たなセクターとして裾野を広げつつあり、その役割も重要性を増している。

· 本事業は、境界を接するＮＰＯと行政の活動分野において、両者が協働で事業企画に取り組むことにより、新しい発想や従来にない取組を生み出そうとする実験的な事業であり、協働の新たなステージに踏み出すものであることを理解いただきたい。

· 提案を検討するワーキングには、提案したＮＰＯだけが参加するのではなく、提案された協働事業に参画する意思があれば、他のＮＰＯも参加できることを基本としている。

· また、協働事業を実施する段階で、他のＮＰＯが新たに参画する可能性もある。

【提案の内容について】

・ＮＰＯからの提案テーマが広範な内容で、複数部局、複数チームに関わるような場合、うまく対処できるのか。
・本事業では、提案の中から3件程度をモデルケースとして選考するとしており、選考委員会で提案を選考する場合の評価基準には、「事業提案の実行性」「ＮＰＯの事業遂行能力」があるので、実現可能性の低い提案は選考過程で淘汰される。

【提案内容の公開】

・ＮＰＯからの提案が出てきた場合、関係チームだけでなく、誰でもどんな提案が出てきたかわかるように公開してほしい。
・どのような提案が出てきたかについて、公開及び情報提供を行う。

【生活部のサポート】

　ワーキング、予算化など、作業量が多くなり、関係チームの負担が大きい。

　関係チームの要請を受けて、生活部が必要なサポートを行う体制をつくってほしい。
・本事業は実験的に取り組む事業であり、ＮＰＯからの提案はモデルケース3件程度に絞り込むこととしている。絞り込んだモデルケースについては、ワーキングのスタートから事業実施段階まで、生活部が十分にサポートを行っていく。

【業務分担】

　部と部、チームとチームの境目になる内容の事業についてはどこが対応するのかが難しい。
・ＮＰＯからの提案を最初に受け付けるのは生活部(ＮＰＯチーム)であり、関係チームと考えられるチームに対しては、生活部から提案内容を回付する。複数のチームが関係すると考えられる場合には、その調整にも生活部が関与する。

【提案を受ける仕組み】

・2年間の実験事業が終わった後、提案を受ける仕組みはどうなるのか。
・基本的には、各部でそれぞれに対応してもらいたいと考えている。

・2年間の事業実施状況を見て、あらためて検討する必要はあるかもしれない。

